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１．はじめに（総括） 
 

オープンイノベーションによる成果 

今年度も TIA のオープンイノベーションの取り組みから、産業化に向けて大きな進展があり、具体的な製品化

および市場開拓のためのベンチャー企業が生まれた。 

ナノエレクトロニクスでは、NIMS で発見された成果を 2010 年から TIA 拠点活用プロジェクトに移し、実証に

向けた取り組みが進められた「原子スイッチ」が、TIA のパートナー企業から「NanoBridge-FPGA」として試作品

化され、本年内にこれを搭載した人工衛星が打ち上げられ本格的な検証が行われる。また、シリコンフォトニクス

の拠点活用プロジェクトの成果の一つを受けてシリフォト・トランシーバのベンチャー企業「アイオーコア（株）」が生

まれ、さらにダイナミック光パスネットワークのテストベッドが実運用を開始しており、光利用の新市場開拓に向けた

取り組みが加速されている。 

パワーエレクトロニクスでは、産総研 SCR内に整備された 6 インチ SiC ラインが、外部へのサンプル提供用とし

て本格運用を開始した。CNT では、TIA のパートナー企業が、CNT の市場開拓を担う企業を新たに設立して、

オープンイノベーションにより市場開拓を加速するための取り組みが進む。 

なお、フィージビリティスタディの仕組みである TIA 連携プログラム探索推進事業（以下「かけはし」）の参画チ

ームからも、早くも産業化に結び付く成果が出ており、採択課題のうちレクチン利用技術については、製薬会社か

ら新たな治療薬の可能性が示された。有望な新薬としての今後の展開が期待される。 

 

連携形成の仕組み「かけはし」の充実 

昨年度スタートした「かけはし」では、採択課題（研究テーマ）を大きく拡大して50テーマとし、分野もさらに多

様なものとなった。研究交流のためのシンポジウム、学会活動の一環としてのポスター交流会などがさらに活発に

開催された。初年度の取り組みについては、成果報告会を開催し、次のテーマを探索している企業からの多くの

参加者を得た。さらに、中核機関の研究者間の交流と企業等との交流も進んだ。初年度の一部テーマは外部

資金の獲得につなげることに成功し、研究プロジェクトとして次のステージへ移行しつつある。 

企業参加の仕組みについても積極的な活動を展開し、運営諮問会議の構成員である TIAパートナー企業と

の意見交換、参加を容易にする仕組みの聞き取りを行い、次年度のテーマ募集に向けて参加を促すための準備

を行った。中核機関内の研究者の連携拡大による知の創生にくわえ、産業への橋渡しの部分の強化を図る。 

 

諮問体制と執行体制の充実および連携のさらなる円滑化 

運営最高会議の定期的な開催を可能とし、中核機関の担当理事による意見交換の頻度を増すよう年間の



 

2 
 

スケジュールを確保し、運営の体制を充実させた。 

運営諮問会議も産業界からの新たな取り組みへの意見交換を行う場として積極的に位置づけた。とりわけ、

「かけはし」についての企業参加と企業テーマの具体化について積極的に意見を求めた。 

執行では、事務局の「連携企画」、「広報」の常設チームが順調に機能しており、毎月の定例の事務局会議を

開催して、中核 5 機関によるスタッフにより毎週の定常的な会合により情報を共有するとともに、運営にかかる各

種業務を効率的に遂行した。連携企画は企業との連携に向けたプロモーション活動を担い、広報はこれまでのノ

ウハウを活用してその効果的な周知のために活動した。さらに相互に連携して、TIA の各種イベントの企画・運営

を推進した。広報では、メールニュース、SNS（フェーイスブック）を新たに活用して機動的な広報を行い、Web

サイトについても CMS化の改修を行い、内容の改編に即応できる運用を開始した。 

 

オープンプラットフォーム（MG活動、研究施設・設備）の進展 

拠点活用プロジェクトとして新たに３件（MEMS MG２件、CNT MG1件）を認定した。 

各 MG の取り組みでは、ナノエレクトロニクスでは、IoT 技術開発拠点の構築のため大型装置群を整備した。

パワーエレクトロニクスにおいては、4 インチ SiC ラインを研究開発ファウンドリーとしての価値提供へとシフトさせてお

り、さらに GaN プロセス対応への設備整備を準備中である。前述のとおり 6 インチ SiC ラインは、外部へのサンプ

ル提供用として本格運用を開始している。MEMSにおいても、MNOIC事業（試作評価ラインの共用施設）の

企業等の外部利用が大幅に実績を伸ばしている。光・量子計測は、「かけはし」提案の基盤となっており、また、

中核機関の研究者相互の活発な情報交流の中心となっている。 

プラットフォームの基盤機能である大型設備、先端計測機器等の共用施設について、新たに東京大学が加わ

り中核５機関による連携がさらに強化された。また、昨年度よりワンストップ的な体制を構築し、ユーザニーズの把

握に注力した結果、利用件数は昨年に引き続き大きく伸びている。 

人材育成についても、取り組みは充実しており、とりわけ企業向けのナノテクノロジー関係の研修事業でその価

値を増大させており、Nanotech CUPALでは研修コースを多様化し、産総研SCRにおいては半導体関連の業

界団体と連携して企業向け研修を充実させる方向にある。 

 

本報告書では、以下に第 2 章 意思決定・執行の状況、第 3 章 マネージメントグループの活動状況について

各々詳細に報告する。また第 4 章 モニタリング指標では、今年度の研究費等の実績および参考として第２期の

3年間の推移を示す。 
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２．意思決定・執行の状況 
 

 TIA の運営体制は、意思決定は運営最高会議で行い、運営の重要事項についての産業界の意見を運営諮

問会議で受け、事務局が執行（中核機関の連携調整と広報活動）を担う。それらの取組みについて以下のとお

り報告する。 

 
２．１ 運営最高会議・運営諮問会議 

（１）運営最高会議 

TIA運営最高会議は、構成員代理（各中核機関の担当理事および経団連産業技術本部長）による四

半期毎の開催を常態化して、新たな取り組みと連携の拡大等の経営判断について迅速な意思決定を行った。 

以下に各会議において審議（承認・可決）を行った主な項目と、構成員による議論によって運営の枠組み

を検討した項目を示す。 

 

第６回運営最高会議 （2017年 7月 4日、筑波大学東京キャンパス文京校舎） 

 平成 28年度決算、会計監査報告及び平成 29年度予算計画について 

 平成 29年度 TIA連携プログラム探索推進事業「かけはし」採択テーマについて 

 平成 28年度 TIA連携プログラム探索推進事業「かけはし」成果について 

 第 9回 TIA シンポジウムについて 

      ※第１回「かけはし」成果報告会を同日午後開催 

第７回運営最高会議（2017年 12月８日、UDX カンファレンス） 

 TIA拠点活用プロジェクト等の認定について 

 TIA連携プログラム探索推進事業 基本要領の一部改正について 

 TIA連携プログラム探索推進事業 企業との連携の方向性について 

第８回運営最高会議（2018年 3月 16日、経団連会館パールルーム） 

 2017年度 TIA事業報告書（案）について 

 平成 30年度予算計画（案）について 

 TIA連携プログラム探索推進事業「かけはし」について 

 

（２）運営諮問会議 

産業界のステークホルダー、行政各機関の代表からなる諮問体制は強化した。今年度は 1回のみの開催で
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あったが、運営諮問会議議長への報告回数を増やし、TIA の運営についての状況の共有に努めた。また、昨

年度の運営諮問会議に引き続き「かけはし」について口頭及び資料での報告を行い、産業界からの要望、意

見を聴取した。「かけはし」への企業参加（テーマ提案）を求める場としても活用した。 

 

第 1回運営諮問会議 （2017年 9月 15日、イイノホール＆カンファレンス） 

 今後の TIA の活動について 

 TIA連携プログラム探索推進事業「かけはし」への企業参加の仕組みについて  

 研究紹介：平成 29年度かけはし「外科医滅亡の危機に対する緊急対策としての医工連携」  

 2016年度 TIA事業報告書について 

 平成 28年度 TIA連携プログラム探索推進事業「かけはし」成果について  

 平成 29年度 TIA連携プログラム探索推進事業「かけはし」採択テーマについて  

 第 9回 TIA シンポジウム -TIA の生み出すイノベーション- 開催について   

 サマー・オープン・フェスティバル 2017 開催報告について 
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２．２ 事務局機能 

昨年度より事務局機能強化に向けて「連携企画」および「広報」の事務局常設チームによる体制を構築した。

今年度はこうした体制の効果について点検し、相互の所掌業務をより精密に設定するとともに、連携して取り組

みをさらに充実させる仕組みを構築した。 

連携企画では「かけはし」成果を企業との連携へとつなげるための取り組みを新たに始めるとともに、広報とも

連携して、TIA 各種イベントでの研究紹介、広報ツールを用いた「かけはし」研究会等の周知などプロモーション

活動を活発に行った。 

広報については SNS（Facebook）およびメールニュースという機動的に広報できる新規の広報ツールを開

拓した。常設のチーム体制は活発化しており、事務局の効率的な運営を可能とするノウハウの蓄積が進んだ。 

さらに、国際連携については、海外からの人材を受け入れるプログラムを引き続き開催するとともに、ANF、

INC の活動についても TIA が中心的な存在としてけん引している。 

昨年度より新たな拠点として開設したつくば駅前および柏の葉キャンパス駅前のオフィスを活用し、事務局の

各種会議開催を常態化するとともに、事務局スタッフの常駐体制についても強化した。 

以下の各機能の取組みについて報告する。 

 

（１）連携企画 

総括（方針/推進体制/課題） 

中核 5機関による新たな連携推進や事務局機能の強化、ワンストップ化の推進等に向けて、TIAの中核 5

機関より連携企画チームメンバーを選定し、週1回程度の合同会議を行っている。平成2９年度は約40回、

つくばイノベーションプラザ（以下 TIP）や東京大学柏の葉フューチャーセンター（以下東大フューチャーセンタ

ー）、産総研 TIA連携棟において開催した。 

 

 １）新たな連携推進「かけはし」事業 

TIAの中核 5機関による新規共同事業として、TIA連携プログラム探索推進事業「かけはし」（以下「かけ

はし」事業）を平成２８年度より開始した。TIA 中核５機関が連携した活動を促進させるため、連携共同研

究や共同事業などの立ち上げの初期段階を想定した調査研究を支援する事業である。平成 2９年度は 7０

件の応募があり、５月下旬に開催した 2 次審査会で５０件の採択テーマを決定した。新規課題３０件、継

続課題２０件の調査研究を実施した。平成３０年度の本事業の運営改善を目指した討議を重ね、2 月よ

り新規募集を開始した。 
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２）BioJapan 2017出展 

TIA「かけはし」事業のバイオ関連分野への認知度向上および、バイオ関連の「かけはしの」課題のプロモーシ

ョン、およびバイオ関連共用施設の紹介を目的として、BioJapan2017 に出展した。全 11 の「かけはし」課題

が出展した。脳波モニターのデモンストレーション（産総研）や、藻類の模型（東大、3Dプリンターで作製）な

ど目に付く展示や展示パネルへのビデオ投影、すい臓がん抗がん剤など訴求力のあるキーワードがあるポスターを

横並びに展示することで、多数のブース来場者を得た。本展示会には、海外企業、国・自治体の出展も多いた

め、来場者の外国人・外国企業の割合も多かった。アカデミック関係者はもちろんのこと、製薬研究者の他に、

バイオ関連の自治体関係者、ベンチャーキャピタルなど、TIA にこれまでなかった企業・団体との接点形成をする

ことに成功した。 

 

３）事務局機能の強化 

事務局機能を強化するため追加予算を確保して各マネージメントグループが開催するワークショップや研究会

などの活動支援を行った。 

 

４）外部機関との連携強化 

平成 23 年 12 月に指定された、つくば国際戦略総合特区について、平成 29 年度以降の継続申請に協

力した。JST/CRDS 俯瞰調査に関する情報交換を実施、NEDO・JST による研究開発公募事業説明会を

実施した。また、10 月 7 日に開催された「『つくば国際戦略総合特区』プロジェクト成果発表会」にて、TIA の

世界的イノベーションプラットフォームの形成についての紹介を行うとともにこれまでの産学官連携の成果を報告

した。 

 

５）広報チームとの連携 

７月４日に第１回TIAかけはし 成果報告会の企画立案および、第９回TIAシンポジウムの企画立案を

行い、広報チームと連携して、シンポジウムの開催を支援した。 

 

（２）広報 

TIA内における具体的なイノベーションの成果や、バイオ・医療、計算科学、IoT等の研究領域の拡大、「か

けはし」の活動等を最大限アピールし、「ブランド価値を効果的に増大させる」ことに貢献する活動を中心に取り

組みを進めた。 

また、事務局内における広報チームの体制を充実させ、年間４０数回の会議開催を通してその取り組みを
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強化するとともに、連携企画チーム（企画・提案、調整と調査・マーケティングを担当）と密接に連携し、各種

イベント内容の詳細化等を行ってきた。 

 

１）情報発信力の強化・拡充 

①ホームページの改訂と機能性の向上 
    ○ホームページの改訂 

以前のホームページ画面は、イベントドリブンでその都度画面を作成してきていたので内容の統一性に

欠け見にくい面があった。そこでトップページを含めた階層構造を見直し、ユーザフレンドリーな画面に変更

するとともに、TIA としての重点項目を明確にアピールしていくための改訂を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
○CMS（Contents Management System）の導入 

ホームページへの記事の掲載をより機動的にするために CMS を導入し、関係者が適時適切に記事等

をアップすることができるように改善した。 

②Facebook及び TIA メールニュースの更なる活用 

TIA のホームページに加え、昨年度導入した Facebook と TIA メールニュース（いわゆるメルマガ）を活
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用することにより、３つの媒体が連携した複合的かつ多彩な情報発信を行ない、そのシナジー効果により更

なる TIA の知名度向上を図ることができた。継続的な情報発信が重要であることから、TIA 関係者から幅

広い情報提供を募ってきた。 

（FBの URLは、https://www.facebook.com/TIA.news/） 

 

 
③パンフレットの改訂 

今年度は全面的なパンフレットの改訂は実施せず、変更点については差込みページとして適宜印刷し費

用削減を図った。 

④TIA広報用ビデオの活用 

昨年度初めに中核５機関の協力により作成した TIAの広報用ビデオを改訂するとともに、新しい研究分

野における動画や人材育成を追加して、TIA シンポやナノテク展等のイベントで活用した。 

 

２）取り組み成果の周知及び対外連携強化 

①第１回 TIA かけはし成果報告会の開催 

前年度にスタートした「かけはし」の活動を広く周知するとともに、各テーマの内容を詳しく紹介することによ

り事業化を促進することを目的として、第１回 TIA かけはし成果報告会を 7月 4日（火）に、筑波大学

東京キャンパス文京校舎にて開催した。 

本報告会には、産学官金の研究開発、企画、行政機関等の 250 名を超える方々に出席いただいた。

講演会では、今回「かけはし」事業に採択された代表的な研究プロジェクトが紹介され出席者の注目を集め

るとともに、ポスターセッションでは、参加者と研究者との間で活発な質疑応答が行われた。 

全体を通して各機関の連携の重要性を認識するとともに、本取り組みの今後の在り方や可能性に対する

https://www.facebook.com/TIA.news/
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貴重な意見交換の場となった。 

 

 

 

 

 

 

 

            講演模様                 ポスターセッション開催模様  

 

②第９回 TIA シンポジウムの開催 

第９回 TIA シンポジウムは、「TIA が生み出すイノベーション」と題して、これまでの TIA の具体的な成果

を広く周知するとともに、今年度採択されたかけはしプロジェクトを紹介することを目的として１０月２５日

（月）に都内のイイノホールで開催された。 

本シンポジウムは、講演会とポスターセッションから構成され、各方面から300名を超える多数の方々に参

加いただいた。講演会では、TIA における代表的な成果について関連する企業からご紹介いただき出席者

の注目を集めるとともに、かけはしプロジェクトを含めたポスターセッションでは、参加者との活発な質疑応答が

行われた。 
 

 
            講演模様                     ポスターセッション開催模様 

 

③ナノテク 2018展 

当展は、２月１４日～１６日に東京ビッグサイトで開催された。TIA は、産総研、NIMS と連携して大

型の「つくば連携」のエリアを好位置に確保し、TIAシンポとのテーマの連続性を重視しTIAが生み出したイノ
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ベーションの成果を強調するとともに、新しい研究領域であるバイオ・医療やかけはし等の活動成果を含めた

展示を行った。 

展示内容を厳選し見通しのきくブース構成とし、SCRのVR等注目度の高い展示物・デモを多く出展する

とともに、視認性の高い動画の活用や説明員の増員を行い、来場者の関心を集めた。また、企業幹部、府

省幹部や海外からの来訪者など多数の視察に対応し、TIA のプレゼンス向上が図られた。 
 

 
            TIA ブース                  カナダ ケベック州 PRIMA所長 

[関連会合等 開催状況]  

 

 

 

（３）国際連携 

国際的な産学官連携を推進するため JST、JSPS などの国際研究協力関連予算制度を活用して、連携

案件の具体化を図る。INS（INCの後継組織）、ANF などの国際会議、国際連携ネットワークを活用して、

国際的な研究連携活動としての情報交換、人材交流、研究交流などを進める。共用施設の海外利用につい

て、運用体制を改善しながら利用促進を図る。今年度の主な活動成果は以下のとおり。  

2017 年 7 月 4 日 第 １ 回 TIAかけはし成果報告会 筑波大学東京キャンパス

文京校舎 

2017年 7月 24日～ 

9月 8日 

  

  

TIA連携大学院サマー・オープン・フェスティバル 筑波⼤学、産総研   
TIA 連携棟 、NIMS 他 

2017 年 10 ⽉ 2 ⽇ 第 9 回 TIAシンポジウム  ーTIAが生み出すイノベーションー イイノホール 

2018 年 2 ⽉14 ⽇～16⽇ nano tech 2018 国際ナノテクノロジー総合展・技術会議 東京ビッグサイト 
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１）INC Workshop 

INC(International Nanotechnology Conference on Communication and Cooperation) 

は、日米欧3地域のナノテクノロジー政策立案者、研究者、企業のキーパーソンが集まり、ナノテクノロジーの 

最新動向･将来の方向について議論し、国際協力・研究交流を推進する国際会議である。これまでの INC

の仕組みを発展的に解消し、次のステップに向けた取り組みについて、具体的な議論が展開された。 

その前に、米国との議論の中で、INC Workshopという名称でこれまでの INC12までのシリーズとは異な

る性質の会合が実施された。参加者は 30 名、日本からは、産総研、物材機構や大学、産業界から 13

名の参加があった。日本からの講演者は 以下の 5名（講演順）であった。 

・遠藤哲郎氏（東北大学）「Innovative Integrated Systems for IoT/AI」  

・黒田高広氏（慶應義塾大学）「3D Integration for silicon Brains」 

・松川貴氏(産総研)「Silicon-Based Tunnel FET Technology for Ultra-Low Power IoT Sensor 

Nodes」  

・福島誉史氏（東北大学）「Direct Assembly Patterning for ３D VLSI」 

・小林正治氏（東京大学）「Technology Break-through by Ferroelectric HfO2 for Ultralow  

Power Electronics」 

------------------------------------------------ 

１．会議名称：INC Workshop 

２．開催期間：2017年 5月９日 

３．開催場所：IUPUI、Indianapolis、USA 

４．参加者数：30名 

５．参画機関： 

日本: 物質・材料研究機構(NIMS) 、産業技術総合研究所(AIST)、東京大学、東北大学国際集

積エレクトロニクス研究開発センター 

米国:  IRDS、 IUPUI、 Georgia Tech、 Sandia National Lab 

欧州: European Commission, Fraunhofer, ANEAS, IMEC, CEA 

６．Website： http://incnano.org/ 

 

新シリーズとして International conference on Nanoelectronics Strategy (INS)の準備を日米欧

＋韓台で進めており、2018年 5月に仙台市の東北大学で開催予定。 
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２）Asia Nano Forum 

Asia Nano Forum (ANF) は、アジア地域おける Nanotechnology に関する科学技術・政策交流

ネットワーク組織として、2004 年に設立された（2007 年に法人化）。現在はシンガポールの法人組織

（Society）として活動を行っており、 Nanotechnology に関して、政策、社会、教育、環境、ビジネス

などの観点から、研究開発活動を推進することを 目的としている。現在の主要なメンバー国は、日本、韓国、

マレーシア、シンガポール、台湾、タイ、オーストラリア、フィリピン、イラン及びオーストリアの 10 カ国・地域で、

日本からは、AIST、NIMS、JSTの 3研究機関が参加している。標準化、ビジネス、教育、Nano-safety、

インフラ、コマ―シャリゼーション の６ワーキンググループ（WG）が活動している。年に 1 回、総会として

ANF Summit を開催して、ナノテクノロジーに関する各国の最新動向について、情報交換を行うとともに、

各 WG の活動報告を行っている。 今年度は、2017 年８月 22-23 日に、マレーシアのジョホールバルに

て開催された。また、Summit を補完する意味で、ANF Ex-Co Meeting を日本で Nanotech展と同時

開催している。今年度は 2018 年 2 月 15 日に開催された。また、年に数回 Skype 等を用いた

ANF Ex-Co Meetingも開催している。今年度は、2017年 7月 4日に開催された。また、2018年度は

役員が改選され、President（会長）として金山敏彦フェロー、Secretary（事務局長）として木村行

雄が選任された。 

 

３）さくらサイエンスプラン 

2018年 1月 31日-2月 9日の 10日間に JST さくらサイエンスプラン事業の支援により、タイ王国の

国立研究所 NANOTEC から若手研究者 3名を招聘し、産総研の TIA共用施設においてナノ・バイオ先

端デバイス技術の共同研究スタートアップ研修を行った。本研修を通じて、NANOTEC と TIA の間での研

究ネットワーク構築、若手研究者の研究スキル高度化など、国際交流への貢献が期待される。 

本研修に参加した若手研究者に対して、TIA 共用施設のナノプロセシング施設（FPF）において、マイ

クロ流路デバイス作製技術に関する講義および実験実習を実施するとともに、TIA 共用施設のバイオ共用

施設において、糖鎖とレクチンの基礎講義およびレクチンアレイの講義と実験実習を実施した。ナノ・バイオ先

端デバイスに関わる基礎から応用の技術研修を通じて、具体的に若手研究者の研究スキルアップを図ること

ができた。また、将来の研究協力構築につながるイベントとして、若手研究者の最新研究活動をセミナー形

式で紹介してもらい、産総研の研究者と意見交換を行った。さらに、産総研および筑波大学の諸施設（ミ

ニマルファブ研究拠点、サイエンススクエア、地質標本館、つくば機能植物イノベーションセンター）の見学を

実施した。 
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3.新たな取り組み 
 

３．１  連携推進事業「かけはし」 
  
（１）事業概要 

「かけはし」は、TIA 中核５機関（産総研、NIMS、筑波大、ＫＥＫ、東大）が組織の枠を越えて連携し、

新領域を開拓するための「調査研究」を支援する事業である。ＴＩＡ中核５機関の連携基盤を強化しつつ、

新規領域の開拓や大型研究資金獲得のための戦略の立案と体制の構築等を行い、「新しい知の創造と産業

界への橋渡し」というＴＩＡの使命へ貢献することを目指している。 

「かけはし」２年目となる平成２９年度は、４月上旬締め切りで公募を行い、提案されたテーマ数は７１件

に上った。５月下旬に開催した第２次審査会において、この中からバイオ、計算科学、ビッグデータ解析などの

新領域、融合領域を含む５０件が採択され、平均すると１件あたり３.４機関が連携する提案内容となった。

なお、平成３０年度の実施については、平成２９年度の運営上の課題を整理し、本事業の運営について改

善を目指した検討にもとづき基本要領の改訂を行った。さらに、3 年目の取り組みとなる平成３０年度からは、

中核５機関の研究者の提案による調査研究テーマに加え、企業からの提案をもとに、ＴＩＡ事務局が仲立ち

となって、提案企業と中核５機関が連携した「チーム」を編成し、企業提案枠の調査研究テーマを立ち上げる

べく、運営諮問会議の構成企業９社に企業テーマの提案をお願いした。すでに複数の企業から数件の提案を

いただき、現在「チーム」編成などを検討中である。 

平成２９年度は、ＴＩＡ事務局として、ＷＥＢ掲載やチラシ配布を中心とした広報活動によって、研究チ

ームが主催・関係するワークショップ、研究会などの開催をサポートした。さらに、企業連携・事業化を目的とした

研究テーマの企業への売り込み活動を開始している。 

プロモーション活動の一環として、以下 4件の展示会・シンポジウムにおいても企業とのさらなる連携拡大を推

進した。 

· 平成 29年 4月「ファインテックジャパン（4/5～7＠東京ビッグサイト）」でかけはし成果報告会開催のチ

ラシ配布とポスター展示 

· 平成 29年 7月「第１回かけはし成果報告会（７/４＠筑波大学東京キャンパス文京校舎)」を開催し、

平成２８年度採択課題 39件の成果を広く産業界にアピール 

· 平成29年10月「第９回ＴＩＡシンポジウム（10/2＠イイノホール）」においても本事業に関連した講

演とポスターセッションを組み入れ、企業群とのさらなる連携拡大を企画 

· 平成 29 年 10 月「バイオジャパン（10/11～13＠パシフィコ横浜）」にバイオ関連課題を出展し、140
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名以上の来訪者に本事業への企業参加を勧誘  
 
（２）主な成果 

本事業により、従来、組織内外では表立っていなかった中核５機関内で進行していた研究者同士の繋がり

による連携研究を顕在化させた。また、研究者単独では遂行が困難な萌芽的研究のアイデアについて、積極

的な連携形成等を通じて研究体制構築を実現することもできた。 
 
１）連携・交流の推進（ワークショップ、研究会等の開催） 

連携した中核機関内での打合せの範囲を超えて、より広い連携・交流の推進、連携拡大を目的としたワ

ークショップ、研究会等の開催が活発になった。その件数は H２９年度７月～３月までの間に２４件に上

った。 
 
２）プロジェクト化、外部資金の獲得 

本事業採択後に申請し、JST-CREST に採択された研究課題もあり、NEDO、JST などの競争的資金

への申請の契機になっている。本事業の推進により、外部資金１５件、総額２０億円超の獲得に結び付

いた。 
かけはし採択関連イベント一覧（2017年度） 

開催日時 イベントタイトル 
2017. 7. 4 第 1回 TIA かけはし成果報告会 ‐研究・技術の種をお探しですか‐ 
2017. 7.19 第１回クライオ TEM セミナー ‐医療工学応用を指向‐ 
2017. 9. 4 第 4回レクチン利用技術研究会・ワークショップ 
2017. 9.11 シンポジウム「準相対論的巨大クライスターイオンビームが拓く世界」 
2017. 9.21 研究会「窒化物高圧構造探索による新たな超硬質高密度材料開発」 
2017. 9.25 Tsukuba Future Dome Symposium「ドームをつくる、ドームでつくる」 
2017. 9.26 第２回クライオ TEM セミナー ‐医療工学応用を指向‐ 
2017.10. 2 TIA シンポジウム‐TIA が生みだすイノベーション‐ 
2107.10.10 研究会「SOI量子イメージ検出器の新展開に向けて」 
2017.10.11 BioJapan2017 に出展 ‐脳波解読システム・藻類・がん治療他‐ 
2017.11. 7 かけはし成果発表＠つくば国際戦略総合特区成果発表会 
2017.11.20 ミニシンポ「機能性バイオ：新たな分野の開拓とその進捗」 
2017.11.29 強磁場 F研究会「強磁場コラボラトリーが拓く未踏計測領域への挑戦」 
2017.12.12 第二回 EUV-FEL ワークショップ‐加速器科学による産業革新‐ 
2017.12.25 第 1回つくば研究支援情報交換会 ‐つくば連携に使える研究資金‐ 
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2018. 1. 4 研究会「簡単・便利な超電導計測‐100倍精度の計測を非専門家の手で‐ 
2018. 1.15 第 5回レクチン利用技術研究会ワークショップ 
2018. 1.29 第２回３次元積層半導体量子イメージングセンサ研究会 
2018. 2.27 第 5回クライオ TEM セミナー 
2018. 3. 2 CCMS ハンズオン：分子・結晶構造モデリング用３D プリンタ講習会 
2018. 3. 5 第 2回つくば研究支援情報交換会‐平成 30年度科学技術予算‐ 
2018. 3. 9 講演会「三次元組織再生の非侵襲評価プラットフォーム構築プロジェクト」 
2018. 3.15 成果検討会「分数磁束量子操作技術開発のための調査研究」 
2018. 3.26 つくば‐柏‐本郷 超伝導かけはしプロジェクト ワークショップ 

 
 （３）今後の方向性（課題と対応） 

平成 30年度は、前述のように、中核５機関の研究者の提案による調査研究テーマの推進に加え、企業ニ

ーズにもとづいた提案テーマにも取り組みを広げていくことが課題。ＴＩＡ事務局が仲立ちとなって、提案企業と

中核５機関が連携した「チーム」編成の検討を支援していく予定。 

H31 年度以降は、より広い企業群に対し、「新しい知の創造と橋渡し」の“場”である本事業を紹介・展開し、

産業界からの期待に応えていきたい。 
 
 

3.2. ナノバイオタスクフォース 

新たなイノベーションを生み出すため、バイオ、ナノテクノロジー、ライフサイエンス等の諸領域を専門とする研究

者、技術者のための連携基盤、産学の共創場を構築することを目的として、「TIA」及び「つくばライフサイエンス

推進協議会（TLSK）」の共催により 2017年 3月に第 1回を開催したライフイノベーションワークショップの第

2回を開催。 

このワークショップでは、研究成果の発表にとどまらず、シーズを持ち寄り、これをいかに発展させ、大きなプロジ

ェクトにつなげていくかが課題であり、定期的に開催し、研究者等の連携基盤を一層強固なものとするため、

TIA 及び TLSK を中心に、「つくばグローバルイノベーション推進機構（TGI)」、「筑波大学つくば臨床医学研

究開発機構(T-CReDO)」等との連絡調整を実施。 

[関連会合等 開催状況] 

 平成 29 年度においては開催実績なし。第 2回ライフイノベーションワークショップ実行委員会において、有

識者の意見を聴取しつつ、つくばライフサイエンス推進協議会等との連絡調整を実施。 

第２回 TIA-TLSK ライフイノベーションワークショップ 

2018年 3月７日（水） 13:00-17:40筑波大学筑波キャンパス春日エリア 「春日講堂」 
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４．マネージメントグループ（MG）の活動状況 
 

昨年度よりマネージメントグループとして活動している、各プラットフォーム（システム化、先端材料、共通基盤）

を構成する領域の取り組みについて、各々の事務局が取りまとめた内容に基づき以下のとおり報告する。 

 
システム化プラットフォーム 
 
4．１ ナノエレクトロニクス MG 

＜MG活動概要＞ 

（１）「IoT技術開発加速のためのオープンイノベーション推進事業」への参加 

産業技術総合研究のエレクトロニクス・製造領域とTIA推進センターは、NEDO「IoT技術開発加速のための

オープンイノベーション推進事業（平成28～29年度）」を推進した。我が国の IoTデバイス・システム開発及び

試作開発の活動を加速するため、産学官連携のオープンイノベーション拠点として機能することを目指して、三次

元積層用ウェハ接合装置等 17 台の大型装置群を新規に整備した。また、本拠点の共用施設を最大限に活

用した、6 つの技術テーマに関する IoT デバイス関連の研究開発が行われた。 

 

  
IoT技術の研究開発のためのオープンイノベーション拠点のイメージ 

 

（２）TIA拠点活用プロジェクト研究成果の橋渡し支援の活動 

TIA の研究活動から得られた成果の社会実装を促進する活動の試みとして、社会への情報提供のみなら
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ず、ユーザ視点での意見収集や議論・新規技術との出会いの場の構築を試みている。スーパークリーンルーム

(SCR)において日本電気株式会社(NEC)と TIA が行った実用化開発の成果をもとに事業化が進められている

原子スイッチ-FPGA の技術は、平成 30 年度に宇宙航空研究開発機構（JAXA）が打ち上げる「革新的衛

星技術実証１号機」に搭載する計画が進められているが、本技術に関して、興味を持つ研究者・技術者が新た

な応用展開を含めて OPEN に議論し、さらなるイノベーションの芽とつながるような研究会、コンソーシアム等の意

見交換組織の土台作りに着手した。 

 

（３）ナノエレクトロニクス SG の活動状況 

半導体業界の再編に伴う TIA に関係する企業や共用施設利用団体の状況変化に対して、改めて共用施

設利用者や関係者も含めた、意見収集・議論の場としてStakeholder Group（SG）を組織し、活動を推進

した。若手人材育成のあり方、MG で検討を続けてきた具体的施策などに関して議論を進めて、有益な示唆を

得た。また、SCR を中心とした共用施設のあり方や、今後の具体的な施策に関して意見収集・議論を行い、施

設側との情報交換の場としても動き出した。 

 

（４）ナノエレクトロニクスMG の活動状況と若手研究者のネットワーキングの結成 

昨年度より議論を重ねてきた若手人材育成に関して、ナノエレ領域研究者平均年齢上昇、産業側の学会

参加数減少によるネットワーキング機会減少、ネットワークによる領域横断的な研究アプローチの必要性などの課

題に着目して、次世代のエレクトロニクスを担う若手研究者・技術者のネットワーキングを目的とした委員会運営

をTIAナノエレMG傘下の活動として開始した。運営委員として、TIA5機関から選抜される30～40代前半の

メンバーが中心となり、MG 事務局の支援も受けながら、“かけはし”事業への提案チャレンジを含めて、活動体制

を構築しつつある。 

 

（５）プロジェクトの動向 

産総研スーパークリーンルーム（SCR）を活用し、NEDO 事業“IoT 推進のための横断技術開発プロジェク

ト”に革新的基盤技術の開発として委託された“高速大容量ストレージデバイス・システムの研究開発”（委託先 

東芝他）が、超格子型相変化メモリ技術とグラフェン配線技術の２テーマについて、試作開発を実施した。超格

子型相変化メモリ技術では CMOS 付きウェハ用の露光用マスクセットを新たに設計・作成し、外部ファンダリーか

らの CMOS付き下地の上に SCR でバックエンド工程を実施し 300mm ウェハの試作を行う事で、メモリデバイス

の評価を実施した。また、グラフェン配線技術ではグラフェン成膜技術の改善が実施され、本年度のプロジェクト目

標を達成することができた。  
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 (株)先端ナノプロセス基盤開発センター（EIDEC）が SCR利用を中心に行う超先端材料超高速開発基

盤技術プロジェクトでは、先端ナノ計測評価技術開発／ナノ物質計測技術開発・ナノ欠陥検査用計測標準開

発を目指して、液中ナノ粒子計測研究、ナノパターニング材料（レジスト）研究、ナノパターニング材料（アウト

ガス） 研究、ナノパターニング材料（ＤＳＡ）研究、ナノ欠陥検査技術研究が実施された。 

100万LUT規模原子スイッチFPGAの開発では、平成29年度は、産総研スーパークリーンルーム（SCR）

と原子スイッチ FPGA 量産工場を連携した研究により、製造ウェハ低欠陥密度化技術の開発を実施した。昨年

度に SCR で開発した欠陥数低減対策の原子スイッチエッチングレシピを量産工場で開発し、産総研 SCR と量

産工場での連携した評価・プロセス最適化を実施することにより、最終的に欠陥密度 0.5 個/inch2 を実現し、

目標値の欠陥密度 1個/inch2以下を達成した。 

文科省のイノベーションシステム整備事業である先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラムにより委

託された「光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点」 (Vertically Integrated Center for Technologies 

of Optical Routing toward Ideal Energy Savings : VICTORIES )は、10年の拠点設置期間の内

10年目を迎えた。平成29年度は、都内テストベッドを用いて、様々な分野でDOPNの有用性を実証実験し、

本技術の社会普及を推進した。 

超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発では、光・電子集積回路をシステム化して電子機

器の電気配線を光化することで増大する機器の消費電力を大幅に削減（サーバで 3割減）することを目標とし

ている。本年度は、(1) 5 x 5 mm と超小型の光通信モジュール（光 I/O コア）を開発し、マルチモードファイバ 

300 m接続で 25 Gbps動作を実証した。(2) MZ変調器に CMOS駆動回路を実装し、単一レーン 56 G 

(28 Gbps PAM4)動作、400 G (25 Gbps x 16 ch)集積トランシーバにおける送受信エラーフリー動作、横

PIN導波路型 PD の 32 Gbps動作、量子ドット DFB レーザにおける高反射耐性(RIN <-150 dB/Hz)を

実証した。  (3) シリコンフォトニクス光送受信集積チップを搭載した次世代パッシブ光ネットワーク

（TWDM-PON）用光トランシーバを試作し、10 Gbps の一芯双方向送受信及び偏波無依存の受信の動

作を実証した。(4) 光電子ハイブリッド回路基板上 96 ch のポリマー光導波路アレーと光コネクタの位置決め構

造を形成し、細径光ファイバアレーとの多芯（24芯）、高密度（125 µmピッチ）で低損失（0.5 dB）一括

光コネクタ接続を実現した。 

次世代スマートデバイス開発プロジェクトの車載用障害物センシングデバイスの開発では、平成 29年度は、前

年度から引き続き、シリコン貫通電極の研究開発製造ラインの整備を行い、車載センサデバイスへのシリコン貫通

電極の応用へ向け、車載信頼性を実現するシリコン貫通電極の作製プロセスやその評価技術の研究開発を行

った。 

革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）「無充電で長期間使用できる究極のエコ IT 機器の実現」で
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は、電圧駆動型の不揮発性磁気メモリ「電圧トルクMRAM」のための研究開発を行い、12インチ基板対応の大

型スパッタ装置を用いて、垂直磁化磁気トンネル接合素子の高性能化のための研究開発を行った。 

革新的製造プロセス技術開発（ミニマルファブ）では、商用機のユーザーインターフェースを開発してセミコンジ

ャパンの会場にて披露し、約4,000名の登録となる来場者があった。また産総研つくばにあるミニマルファブ試作ラ

インにおいて試作・共同研究を実施し、ミニマルファブの試作ラインとしての有効性を実証した。 

 

＜MG・SG開催状況＞ 

平成 29年度第 1回 MG会議 

開催日：平成 29年 8月 24日 開催場所：産総研 出席者数：8名 

検討内容：人材育成、TIA成果の社会実装に向けた団体形成 

 

平成 29年度第 1回 SG会議 

開催日：平成 29年 11月 17日 開催場所：東京大学 3号館セミナー室 出席者数：25名 

検討内容：“IoT デバイス開発のためのオープンイノベーション拠点“に関する意見収集議論。若手人材育成、

産総研共用施設（SCR等）利用拡大に向けた施策に対する意見・議論 

 

平成 29年度第２回 SG会議 

開催日：平成 30年３月９日 開催場所：フクラシア八重洲 出席者数：23名 

検討内容：MG内 Pj の進捗報告、若手人材育成団体設立報告 

 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

IoT推進のための横断技術開発プロジェクト/高速大容量ストレージデバイス・システムの研究開発 

本プロジェクトでは、モバイル機器やセンサ等から収集した膨大な情報を蓄積し効率的に処理するために、デー

タの移動を最小限にしてデータの近傍で演算を行えるエッジコンピューティングに適した、高速で大容量のストレー

ジデバイス及びシステムに関する基盤技術の開発を目的としている。これらの技術は横断的基盤技術としてデー

タセンターと有機的に結合させることで IoT サービスに関わる多様な応用分野での活用が期待できる。2017 年

度は産総研スーパークリーンルーム(SCR)を活用し、IoT システムに適した革新的不揮発性メモリ技術である超

格子型相変化メモリ技術とグラフェン配線技術の２テーマについて試作開発を進めた。超格子型相変化メモリ技
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術ではCMOS付きウェハ用の露光用マスクセットを新たに設計・作成し、外部ファンダリーで作成したCMOS付き

下地の上にSCRを利用してバックエンド工程を実施し300mmウェハの試作を行う事で、メモリデバイスの評価を

可能にした。またグラフェン配線技術ではグラフェン成膜技術の改善を進めた。以上の研究により、本プロジェクト

の今年度の目標を全て達成することができた。 
 

超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト／先端ナノ計測評価技術開発／ナノ物質計測技術開

発・ナノ欠陥検査用計測標準開発 

１．液中ナノ粒子計測  nano-Particle Metrology 

ナノ材料製造領域における高純度液体化学材料を取り扱うフッ素樹脂部材からのナノ粒子発塵評価手

法の確立を目的として、液体中に存在するナノ粒径・低屈折率材料(例:フッ素樹脂)粒子の光散乱による

高感度検出を実現するための清浄な検査標準液体の選定を行う。 

ナノ材料製造領域における目的外粒子計測評価法を新規に開発する。流速をもって流動する液体の

液中環境として定義される「流れ場」における光散乱粒子追跡評価法(Flow Particle Tracking：FPT

法)の課題抽出を行い、「流れ場」で粒子径評価/粒子数評価/異なる材質の識別評価を同時計測可能

とする手法の確立を行う。(産総研共同) 

２．ナノパターニング材料（レジスト） Resist 

メタル系パターニング材料を用いて、ナノ計測技術の評価・検証を行う。得られた結果を活用し、メタル系

パターニング材料の反応解析とパターニング性能の相関取りを実施する。これらにより、メタル系パターニング

材料の開発期間の短縮に貢献する。 

３．ナノパターニング材料（アウトガス） Resist Outgassing   

HPEUV照射装置（High Power EUV Irradiation Tool）に、次世代レジストのアウトガス評価に

対応したアウトガス評価機構を試作・導入し、コンタミネーション形成に影響を与える各種評価条件及びそ

の影響度を検証し、次世代レジスト向けアウトガス計測の標準手法を開発した。   

４．ナノパターニング材料（ＤＳＡ） Directed Self-Assembly    

DSA（誘導自己組織化）材料・プロセスの精密評価計測基盤技術開発に取り組む。特に、DSA 実

用化に向けた課題である欠陥の発生と修復過程を高精度かつ高速に評価する計測手法を開発し、DSA

精密計測技術を確立する。  

５．ナノ欠陥検査技術 nano-Defect Inspection 

欠陥検査装置において欠陥感度を定量的に評価・校正できるよう、様々な形状・寸法等の欠陥を作り

こんだ欠陥検査標準マスクに対して、各種欠陥の形状観察や測定、露光評価を行うことにより、将来の
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LSI微細化に必要となる欠陥検査技術の確立のための計測標準技術の開発を行う。 

 

100万 LUT規模原子スイッチ FPGA の開発 

本研究開発活動は、100 万 LUT 規模原子スイッチ FPGA の開発を目的としている。事業期間において、

FPGA 製造ウェハ低欠陥密度化の為の技術開発、FPGA 高歩留り化の為の技術開発、更に分散書き込み技

術、原子スイッチ FPGAの最適アーキテクチャ探索、演算器 IP コア開発といった原子スイッチ FPGA大規模化の

為の技術開発と組み合わせてFPGAチップの統合設計および試作を行い、最終的に実チップを通信機器に適用

することで省電力効果を実証し、かつ実用レベルのチップ歩留りが得られることを目指す。 

平成２９年度は、産総研スーパークリーンルーム（SCR）と原子スイッチ FPGA量産工場を連携させた研究

開発により、製造ウェハ低欠陥密度化技術の開発を実施した。平成２８年度に産総研 SCR で開発した欠陥

数低減対策知見を組み込んだ原子スイッチエッチングレシピをベースに量産工場で量産プロセスの開発を行い、

産総研 SCR と量産工場を連携させた評価およびプロセス最適化を実施することにより、最終的に欠陥密度 0.5

個/inch2を実現し、平成２９年度目標である欠陥密度 1個/inch2以下を達成した。 

 

文部科学省 地域産学官連携科学技術振興事業費補助金 

イノベーションシステム整備事業 先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム 

「光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点」 

ネットワークの消費電力を大きく低減する技術について、産業技術総合研究所と協働企業 10 社が連携して

開発を進める。デバイス技術からアプリケーションまで、光ネットワークを支える技術を垂直融合し、「超大容量」、

「超低エネルギー」、「超低遅延」なダイナミック光パスネットワーク(DOPN)の創出を目指す。2017 年度(拠点期

間 10 年の 10 年目)は、都内テストベッドを用いて、様々な分野で DOPN の有用性を実証実験し、本技術の

社会普及を推進した。 

 

超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発 

本プロジェクトでは半導体プロセス技術で実現するシリコンフォトニクス素子及び光集積回路を開発、更に、電

子回路と実装するための低コスト光エレクトロニクス基盤実装技術を開発する。光集積回路をシステム化して電

子機器に搭載することで高性能化に伴い増大する機器の消費電力を大幅に削減（サーバで 3 割減）すること

を目標としている。本年度は、 

 5 x 5 mmと超小型の光通信モジュール（光 I/Oコア）を開発し、マルチモードファイバ 300 m接続で

25 Gbpsの動作実証。5 mW/Gbps と世界最高レベルの低消費電力だが、競争力を維持するため 3 



 

22 
 

mW/Gbp向けの設計を完了し、試作を開始した。2017年 4月に光 I/O コアを販売するアイオーコア

株式会社を設立。 

 MZ変調器に CMOS駆動回路を実装し、単一レーン 56 G (28 Gbps PAM4)動作の実証。400 G (25 

Gbps x 16 ch)集積トランシーバにおける送受信エラーフリー動作の実証。横 PIN導波路型 PD の 32 

Gbps動作の実証。量子ドット DFB レーザにおける高反射耐性(RIN <-150 dB/Hz)の実証。 

 シリコンフォトニクスによる光送受信集積チップを搭載した次世代パッシブ光ネットワーク

（TWDM-PON）用光トランシーバモジュールを試作して、10 Gbps の一芯双方向送受信動作及び

偏波無依存の受信動作を実証した。 

 光電子ハイブリッド回路基板技術として、回路基板上 96 chのマルチモードポリマー光導波路アレーと

光コネクタ用の位置決め構造を形成し、光コネクタを用いて細径光ファイバアレーとの多芯（24 芯）、

高密度（125 µm ピッチ）な一括光接続を低損失（過剰損失 0.5 dB）で実現した。 

 

次世代スマートデバイス開発プロジェクト／車載用障害物センシングデバイスの開発 

昼夜問わず遠距離の歩行者・車両を検知（測距）する車載用障害物センシングデバイスを開発する。受光

素子と信号処理回路を分離して受光素子の実面積を大きくしつつ、受光素子と信号処理回路を三次元実装

技術により接続することで、次世代の車載用障害物センシングデバイスの開発を目指す。 

2017 年度は、前年度から引き続き、シリコン貫通電極の研究開発製造ラインの整備を行い、車載センサデ

バイスへのシリコン貫通電極の応用へ向け、車載信頼性を実現するシリコン貫通電極の作製プロセスやその評価

技術の研究開発を行った。 

 

革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）「無充電で長期間使用できる究極のエコ IT 機器の実

現」 

電圧駆動型の不揮発性磁気メモリ「電圧トルクMRAM」のための研究開発を行った。具体的には、12インチ基

板対応の大型スパッタ装置を用いて、垂直磁化磁気トンネル接合素子の高性能化のための研究開発を行った。 

 

革新的製造プロセス技術開発（ミニマルファブ） 

ほとんど全てのデバイス１個のサイズをカバーする 0.5 インチウェハを製造単位として、そのウェハに対応した幅

30cm の装置を開発し、かつ局所クリーン化技術でクリーンルームを不要とすることで、設備投資と運用経費を大

幅に削減する超小型製造システム（ミニマルファブ）を速やかに実現する。2017 年度は実用ミニマル装置（前

工程装置群）の商用機について、ユーザーインターフェースをセキュリティ対応と省エネ化、省スペース化、高解像
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度化を目的として開発した新機種に変更した。また、集積回路の基礎素子である CMOS について、実用性のあ

る集積回路化を踏まえた実用デバイスプロセスの開発を行った。また、見本市であるセミコン会場にて、上記新型

UIを搭載した新機種群を披露し、多くの来場者（約4,000名の登録）を得た。一方、産総研つくばにあるミニ

マルファブ試作ラインにおいて、内外 11件の試作・共同研究を実施し、ミニマルファブの試作ラインとしての有効性

が実証された。 

 

 
４．２ パワーエレクトロニクス MG 

＜MG活動概要＞ 

パワーエレクトロニクスマネージメントグループ（PEMG）委員構成 
委員長   木本 恒暢    京都大学 教授 
副委員長  奥村  元  国立研究開発法人 産業技術総合研究所 研究センター長 
委員    秋本  克洋 筑波大学 

石川  博康 芝浦工業大学  
大橋  直樹    国立研究開発法人 物質・材料研究機構 
木村  浩 富士電機（株） 
藤川  東馬 トヨタ自動車（株） 
山部  紀久夫   筑波大学  
内藤  富士雄 高エネルギー・加速器研究機構 
高岡  圭児  （株）東芝 
藤本  辰雄 新日鐵住金（株） 
山川  聡  三菱電機（株） 先端技術総合研究所 
横山  夏樹 （株）日立製作所 
廣瀬  富佐雄 （株）デンソー 
御神村 泰樹 住友電工（株）(6/12～) 
 

事務局   岡田 道哉    国立研究開発法人 産業技術総合研究所 
 
オブザーバ 

荒井 和雄 SiC アライアンス広報委員長（産総研名誉リサーチャー） 
八嶋 昇   三菱電機株式会社 
内閣府   総合科学技術会議事務局 
文部科学省 研究振興局 基礎基盤研究課 ナノテクノロジー・材料開発推進室 
経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 
経済産業省 製造産業局 ファインセラミック・ナノテクノロジー・材料戦略室 
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経済産業省 商務情報政策局 情報通信機器課 
科学技術振興機構 研究開発戦略センター 
新エネルギー・産業技術総合開発機構 ＩＯＴ推進部 

 

＜MG等開催状況＞ 

第一回 TIAパワーエレクトロニクスMG  

平成 29年 6月  2日（金）16:00~17:30 

開催場所：産総研東京サテライトオフィス 出席者 13人、オブ 1人 

第二回 TIAパワーエレクトロニクスMG   

平成 29年 9月 11日（月）16:30~17:30 

開催場所：産総研東京サテライトオフィス 出席者 15人 

第三回 TIAパワーエレクトロニクスMG   

平成 30年 1月 11日（木）15:55~17:20 

開催場所：産総研東京サテライトオフィス 出席者 11人 

 

検討内容のポイント 

今年度は直接の海外訪問は行わなかったが、欧米・中国・韓国の状況を調査し情報共有した。また筑波大

学の寄附講座 4年目の運営について昨年度に引き続き検討を行った。 

① 海外調査 

欧米・中国・韓国の国としての取り組みを調査した。具体的には米国の POWER AMERICA、中国のCASA 

(China Advanced Semiconductor Innovation Industry Alliance) 及び CAS (Institute of 

Electrical Engineering, Chinese Academy of Science) の情報と韓国の状況、欧州での新規プロジェ

クト (WInSiC4AP) の開始情報を共有した。 

② 人材育成戦略 

TPEC からの資金援助により、今年度で６回目となるパワーエレクトロニクス・サマースクールを開催。参加者数

は 130名を超え、今後も継続して開催する予定。またH31年度以降の寄附講座存続については第 3期は半

額補助することとし、残りの半額は筑波大のパーマネントポジションにすることが確認された。第 4 期以降は企業

資金を獲得し自立を目指す。 

③ 拠点を活用したイノベーション加速策 

昨年度、TIA パワエレ拠点第三ラインとして 6 インチラインを整備し、投入を開始した。今年度は成果物が出
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来てきたところ。SCR は、「テクノブリッジ型」として別のスキームで行い企業のクローズ性を高めた運用を行っている。

企業の単独テーマも可能。第二ラインである４インチラインの活用として新規 SJ テーマを立ち上げ、GaN としての

利用も視野に入れ設備整備を行った。 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)「SiC次世代パワーエレクトロニクスの統合的研究開発」  

SiC パワーエレクトロニクスの普及と適用先拡大を目指した次世代技術として、[1]エピ成長やウエハ加工をも

含めて革新的手法を取り入れた次世代SiC ウエハ（基板）作製技術、[2]低損失性･高耐圧性をより向上さ

せる新規構造／プロセスを取り入れた次世代 SiC デバイス作製技術、[3]高電流密度デバイスを搭載したうえ

で小型軽量化と信頼性評価法確立を目指す次世代 SiC モジュール作製技術を対象に、一貫した統合的研

究開発を当該分野における産学官の有力研究機関の研究者を結集して行っている。 

2017年度は、これ迄同様、サブテーマ間の連携や SIP内の連携により、研究開発活動を推進した。 

その具体的成果として、ウェハおよびデバイスサブテーマに関連した大学・公的研究機関および参画企業が連

携して、SiC デバイスに特有な劣化（順方向劣化）対策を更に推進し、解決策として提案している再結合促

進層の限界性能把握と適切なスクリーニング条件導出に取組んだ。その結果、4.4kA/cm2 の大電流密度（モ

ジュールテーマで掲げる最大チップ電流密度の4倍）において、劣化現象を抑制すると共に、劣化現象を説明す

るモデルを提示した。 

SIP 内の連携では、信頼性を支えるもう一つの基盤である SiC/酸化膜界面の安定化において、当プロジェク

ト内外の関係機関との一体的運営を行い、昨年度開発した Hall 測定と split-CV 測定を組合せて可動キャリ

ア数と移動度を解析する手法を用い、物理分析を併用しながら、濃度、面方位、プロセスによる差異の体系的

な評価解析を開始した。また、芝浦工大赤津教授テーマ（インホイールモータ）へのモジュール・駆動回路の今

年度末提供を進めている。 

2017年度の各サブテーマの主要な活動成果として、ウエハサブテーマでは、低抵抗かつ高品質（積層欠陥フ

リー）p型SiCウェハと、それを基板とする20kV級高耐圧 IGBT用超厚膜エピ（300μm）技術を開発した。

その結果、エピウエハにおいて、デバイス特性の劣化を引き起こす貫通基底面転位密度＜0.1cm-2 を達成し、

実用性のあるエピウエハ作製技術に目処を付けた。デバイスサブテーマでは、新構造ユニポーラデバイスである SJ

（Super Junction）デバイスの抵抗評価素子を試作・評価し、オン抵抗を通常構造素子の半分以下とする

見込みを得た。バイポーラデバイスである PIN と IGBTデバイスの開発では、PIN高耐圧ダイオードで、新規な耐

圧構造、アノード形成法、ライフタイム伸長技術を開発し、耐圧 29.6kV（世界最高）とオン抵抗 50mΩcm2

以下を達成するとともに、IGBTトランジスタで、耐圧 23kVを達成した。モジュールサブテーマでは、昨年度までの
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要素技術開発から決定した基本モジュール構造を用いて、今年度から、劣化機構解明・加速試験条件明確化

のための長期信頼性試験を始めるに当って、基本モジュールの性能ばらつき抑制に取組み、接合強度制御等の

工程改良、電極材変更等の高耐熱部品改良、印刷性向上等の Ag 接合工程改良を行い、所期の性能を達

成した。 

 

つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション（TPEC）  

民活型共同研究体として、自律的かつ持続的なオープンイノベーション活動を展開。素材から応用に至る民

間企業 30社と公的機関が参集し活動を行っている。今年度は賛助会員という FSに特化した会員制度を設け

た。これまで量産技術開発を実施してきた第二ラインである４インチラインとは別に６インチラインが整備されたこと

から、４インチラインを活用する新規SJプロジェクトを開始し、またGaNの利用も視野に入れ設備整備を行った。

TIA パワエレ拠点第三ラインとして整備した 6 インチラインはパイロット製品の市場テストを行うことを想定し、

「SCR パワーエレクトロニクスライン(SPEL)」として新しい制度設計の下で運用を開始した。TPEC の資金的支

援で活動するパワーエレクトロニクス・サマースクールは６回目となり、参加者数はのべ 800名を超えた。継続した

人材育成事業にも貢献している。 

 

SCR パワーエレクトロニクスライン(SCR Power Electronics Line):SPEL 

TIA パワエレ拠点第三ラインを活用するコンソーシアム。現在は産総研と住友電気工業株式会社との共同研

究であるが、運用が軌道に乗り6インチデバイスの量産体制が整った時点で、今のTPECに相当する運用を計画

している。 

 

つくば応用超電導コンステレーションズ 

(Applied Superconductivity Constellations of Tsukuba: ASCOT) 

超電導による社会イノベーション創出を目指す 2階建て技術コンソーシアム。種々の情報共有を目的とする 1

階部分と、オープン型共同研究及びクローズド型共同研究による超電導技術全般の社会実装を推進する 2 階

部分（民活型共同研究体）からなる。 

2年目となる今年度は、３つのビジネスモデル検討タスクフォース（航空機応用、限流器応用、MgB2）の立

ち上げや、超電導の新たな技術シーズを探すためのセミナー開催（6 回）などにより、イノベーションを推進した。

また、第 30 回国際超電導シンポジウム（ISS2017）の開催、人材育成のための超電導スクール 2017 の開

催、および超電導Web21発刊や ASCOTパンフレット作成などの情報発信を実施した。 
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高温超電導実用化促進技術開発 

NEDO委託による 5年間のプロジェクトで、平成 28年度に新規採択され、予算規模は 15.0億円。 

当該プロジェクトは４つの研究テーマで構成され、内、2テーマについて、TIA（産総研、NIMS）を拠点とした

研究開発が進められている。テーマは「高温超電導高磁場コイル用線材の実用化技術開発」、および「高温超

電導高安定磁場マグネットシステム技術開発」。 

 

 
４．３ MEMS MG 

＜MG活動概要＞  

MEMS（Micro Electro Mechanical Systems）は、多様な産業分野における小型・高精度で省エネル

ギー性に優れた高機能のデバイスとして期待されており、昨今の自動運転や 5G 通信端末、ロボットなどの新た

な応用範囲を視野に、高性能化に向けた MEMS の研究開発が活発化している。さらに毎年 1 兆個を上回る

センサを活用し、社会に膨大なセンサネットワークを張り巡らせることにより、地球規模で社会問題の解決に活用

しようとするトリリオンセンサ構想も提唱されている。このように急成長する技術、市場で日本の MEMS 産業が成

功する一助とすべく、中長期的な視点に立った上での異種・異業種の融合、すなわちMEMS分野のオープンイノ

ベーションを中核にした活動を引き続き行った。 

 

＜MG 等開催状況＞ 
2017 年度 MEMS MG 委員 
委員長 片白雅浩 オリンパス株式会社 医療要素開発本部 マイクロシステム技術部 部長 
委員   鈴木博章 筑波大学大学院数理物質科学研究科 物性・分子工学専攻 教授 

廣島 洋 産業技術総合研究所 集積マイクロシステム研究センター 研究センター長 
今仲行一 技術研究組合 NMEMS技術研究機構 理事長 
西尾英俊 オムロン株式会社 マイクロデバイス事業推進本部 営業推進部 技術専門職 
石田晃三 三菱電機株式会社 先端技術総合研究所 先進機能デバイス技術部 

マイクロセンサ技術グループ マネージャー 
荒川雅夫 一般財団法人マイクロマシンセンター マイクロナノオープンイノベーションセンター 

開発センター センター長 

 

＜MG等開催状況＞ 

ＭＥＭＳ ＭＧの開催状況は以下のとおりである。 

１．開催日時 ： 平成 30年（２０１8年）２月 26日（月）13:30-15:00 
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２．開催場所 ： マイクロマシンセンター（書面審議） 

３．議事 ： １．H29年度活動状況報告について 

２．その他 （TIA への要望も含む） 

 

＜プラットフォームの状況＞ 

プラットフォームの活動状況は以下のとおりである 

 

集積マイクロシステム研究センター 

新規 MEMS プロセス開発の他、社会インフラ・産業機器・自動車へのモニタリング技術応用など課題解決

型共同研究活動として、NEDO「道路インフラモニタリングシステム研究開発」、NEDO「ライフラインコアモニタリン

グシステム研究開発」、NEDO「空間移動時のAI融合高精度物体認識システムの研究開発」等を精力的に推

進している。8,12 インチ MEMS ラインの共用施設利用制度においては、企業等の外部ユーザは順調に利用

実績が伸びている。 

人材育成関係にも注力し、JST の人材育成事業 Nanotech CUPAL（Nanotech Career-up alli-

ance）にてマイクロカンチレバー製作実習を含む講習会（1 週間コース 2 回）で 5 名の人材育成を行った。

プログラムの内容についても年々改定を重ね、本年度に関しては補助教材としてプロセス工程の解説書を整備し

た。 

 

マイクロナノ・オープンイノベーションセンター（MNOIC） 

本年度の重点活動の柱として、老朽化設備の保守及び更新要望、工程受託の本格化、技術ノウハウの蓄

積、MEMS 人材育成をそれぞれ行い、産官学連携を通じた TIA のオープンイノベーション活動の再強化を図っ

た。産総研の共用設備制度を利用し、指示された工程でサンプル試作を行う工程受託サービスが本格化し、そ

れに伴い、品質管理、工程管理等のマニュアル類を改訂した。また、TIA 連携大学院サマー・オープン・フェスティ

バルの一環で、TIA-MEMS サマーセミナーを開催し、過去最多の 58名が参加した。 

 

また、連携拠点筑波大学の活動状況は以下のとおりである。 

１）研究拠点構築に関する取り組み結果 

筑波大学では、大学が保有する研究設備の主に学内での有効利用を図るオープンファシリティ化を推進してお

り、一部の装置は文部科学省のナノテクプラットフォーム事業の装置としても登録し、学外にも公開している。筑

波大学微細加工プラットフォームの登録装置の総数は現在 15 である。現在、オープンファシリティにおいては 30
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を超えるナノテク関連装置を有しており、プラットフォームの装置としても今後も段階的に登録を増やす予定であ

る。 

平成 30 年 1 月現在でのプラットフォームとしての利用件数は 70 件（成果公開+成果非公開）、利用料

収入は 1,025万円（成果公開+成果非公開）となっている。利用件数、利用料収入共に昨年と比べて大幅

に伸びた。 

２）研究開発の活動結果 

筑波大学大学院数理物質科学研究科では、平成26年度まで5年間のプロジェクトとして文部科学省特別

経費により「つくばナノテク拠点産学独連携人材育成プログラム」（通称：オナーズプログラム）を進めてきた。オ

ナーズプログラムは外部中間評価で最高の評価を受けたが、ここで得られたノウハウを残すべく、平成 27年度より

後継プログラムとして「つくば共鳴教育プログラム」を発足させた。このプログラムでは、分野をナノテクに限らず、エネ

ルギーや環境テクノロジーまで含めた。平成 29年度は 2名の学生を採用した。これに関連し、TIA連携大学院

サマー・オープン・フェスティバルのプログラムの一つとして、海外の一流講師による夏季集中講義 (SUMMER 

LECTURE in 2017 for Nanotechnology / Nanosciences)を大阪大学と共同で実施した。 

[活動イベント等]  

＜講義、オナーズプログラム関係シンポジウム＞ 

SUMMER LECTURE in 2017 for Nanoscience/Nanotechnology （7/24～8/3） 

＜学生海外派遣＞ 

前記の「つくば共鳴教育プログラム」において、平成 29 年度は学生 2 名をハーバード大学（アメリカ）、

CNRS/LNCMI（フランス）に派遣した。 
 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

「道路インフラ状態モニタリング用センサシステムの研究開発(RIMS)」 

本研究開発では高速道路の橋梁、道路付帯物、法面等を対象にして、環境エネルギーを利用した自立電源

を有し、各フィールドのモニタリングに適した新規の小型、安価、高性能、高耐久性の無線センサ端末を開発し、各

フィールドのセンシングシステムを統合して道路インフラのトータルな維持管理が可能な道路インフラモニタリングシス

テム（RIMS:ROAD Infrastructure Monitoring System）を構築する。つくば地区ではこの中で、「フレキシ

ブル面パターンセンサによる橋梁歪センシングシステム」、「高耐久性パッケージング技術の開発」、「小型、低消費

電力を支える CSAC用ガスセルの開発」を実施している。 

2017 年度は実証実験用に高耐久性セラミックスパッケージを供給するとともにフレキシブル面パターンセンサシス

テムに関しては高速道路及びダムでの実証試験を実施している。また、2017 年度プロトセンサ端末同期用原子
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時計のガスセルの小型化および長期安定度の検討を行った。 

 

 
 

「ライフラインコアモニタリングシステムの研究開発」（2014-2018年度） 

· 産総研が担当する AlN 圧電振動センサ素子、発電素子、トリガセンサ素子の設計開発に基づき、これらの

異なる設計の AlN圧電デバイスを 8 インチ Si基板に一括して製造する低コストプロセスの開発 

· AlN圧電振動デバイスをウェハレベルで気密封止する低コスト，高信頼性パッケージプロセスの開発 

 

超高効率データ抽出機能を有する学習型スマートセンシングシステムの研究開発 

工場等の設備の稼働状況・生産品質の把握を目的として、「スマートセンサモジュール（ガス、赤外線アレーセ

ンサ）の開発」、「連続的に高出力可能な自立電源の開発」、及び「スマートセンシングフロントエンド回路の開発」

により、コンセントレータから動的センシング制御可能な無給電センサ端末（スマートセンサ端末）を実現する。そ

れらのスマートセンサ端末から超高効率に必要となるデータだけの収集を行える「学習型スマートコンセントレータの

開発」との連携により、従来の環境発電で収集可能な有価情報量を 100 倍化することを可能とする学習型スマ

ートセンシングシステムの基盤開発と実証を行う。  

 

次世代人工知能・ロボット中核技術開発」／次世代人工知能技術分野(先導研究） 

空間移動時の AI融合高精度物体認識システムの研究開発 

革新センサ活用人工知能をワイドバンドイメージャ・高精度ジャイロと一体開発 
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先進材料プラットフォーム 
 
４．４ ナノグリーン MG 

＜MG活動概要＞  

前年度のナノグリーン MG会議（2017年 2月 7日）での決定に従い、「かけはし」採択テーマのうちナノグリ

ーンに関連するテーマ及び新材料開発に関連するテーマの研究代表者と連携し、そのテーマの支援を中心に活

動を行った。MG会議での議論から、具体的には下記 10課題を対象とした。 

 
課   題   名 代表者 所属 

社会実装を考慮した革新的環境回復技術開発の検討 山田裕久 NIMS 

放射光 X 線解析に基づく革新的クリーンエネルギー材料の設計へ向
けた調査研究 

細野 英司 AIST 

強磁場計測とデータ解析技術の融合によるエネルギーデバイス材料評
価手法の確立に向けた基礎調査研究 

今中康貴 NIMS 

計算科学とデータ科学の連携による実験データ高度解析手法の社会
実装 

常行真司 東大 

途上国の飲料水浄化に最適化した光触媒材料の開発に関する調
査研究 

根岸 信彰 AIST 

新規レドックスフロー電池設計のための、資源、コスト、安全性を考慮
した有機系材料の探索と実現可能性についての調査研究 

佐藤 縁 AIST 

高性能熱電材料の創成と量子ビーム解析 神山崇 KEK 

温度変化で発電するモバイル発電器 守友 浩 筑波大 

融合物質によるエネルギー・物質変換系の構築 小島 隆彦 筑波大 

白金フリー燃料電池カーボン触媒イノベーション 中村潤児 筑波大 

 

各課題の代表者及び参画者のメーリングリストを整備しナノグリーン研究にかかわるセミナー・シンポジウム等の

開催情報の共有・告知、及びWEB を用いた各課題の活動の周知を支援した。 

また、かけはし課題「白金フリー燃料電池カーボン触媒イノベーション」では、その連携成果として「カーボン触媒

材料コンソーシアム（仮）」を設立（平成 30年 2月）し、平成 30年 3月開催予定のワークショップでコンソ

ーシアム紹介・参加企業募集を行い、平成 30年 4月から運営を開始することとした。 

さらにかけはし関連活動として、前年度MG会議での合意に従い、先進材料プラットフォームの領域拡大とバイ
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オ材料関連研究の受け皿として、下記 3件の研究会開催支援を行った。 

 
課   題   名 代表者 所属 

医療工学応用を指向した生体ナノ構造体解析技術と次世代クライオ
電子顕微鏡開発を実現する拠点構築に向けた調査研究 

竹口雅樹 NIMS 

ナノニードルを用いた細胞内小胞の選択的単離 山崎智彦 NIMS 

三次元組織再生の非侵襲評価プラットフォーム構築プロジェクトに向
けた調査研究 

陳国平 NIMS 

 

一方、NIMSナノ材料科学環境拠点GREEN及びエネルギー・環境材料拠点との連携活動では、シンポジウ

ム（２回）、ワークショップ（２回）及びオープンセミナー（９回）の開催支援を行った。 

 

2018年度のナノグリーMGの活動方針としては、H29年度第2回TIAナノグリーンMG会議での議論から、

基本的に 2017 年度の活動を継続し、研究提案のシーズとなるテーマの発掘・ネットワークの構築等を目指すこ

ととなった。 

 

＜MG等開催状況＞ 
H29年度第 1回 TIA ナノグリーン MG会議 
日時：平成 29年 10月 12日(木) 
場所：物質・材料研究機構 並木地区 NanoGREEN棟１F114会議室 
出席者数：MG委員 11名中 9名出席、及び 2名書面参加 
検討内容(議題)： 

1. 委員の紹介 
2. 前回議事録の確認 
3. TIA・マネージメントグループ（MG）について 
4. ナノグリーン拠点活用プロジェクト GREENの紹介 
5. H29「かけはし」課題の紹介 
6. Ｈ29年度ナノグリーンＭＧの活動 
7. その他 

 
H29年度第 2回 TIA ナノグリーン MG会議 
日時：2018年 2月 2日（金） 
場所：物質・材料研究機構 並木地区 NanoGREEN棟１F114会議室 
出席者数：MG委員 11名中７名出席、及び 3名書面参加 
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検討内容（議題）： 
1. 前回議事録の確認 
2. TIA関連情報の報告 
3. 「H30 かけはし」について 
4. H29年度ナノグリーン活動 
5. 各機関でのナノグリーン活動状況 
6. H29 ナノグリーンMG報告書 
7. Ｈ30年度ナノグリーンＭＧの活動 
8. その他 

 

＜拠点活用プロジェクト等概要＞ 

文部科学省「ナノテクノロジーを活用した環境技術開発」 

（NIMS の「ナノ材料科学環境拠点（GREEN）」による） 

平成 21 年 10 月、グリーンイノベーションを目指したナノテクノロジー材料開発を推進するための文部科学省委

託事業（旧：ナノテクノロジーを活用した環境技術開発）を行う研究拠点として、物質・材料研究機構

（NIMS）が中核となって発足したナノ材料科学環境拠点（GREEN）は、平成 28 年度より、「統合型材料

開発」という新しい取り組みを開始した。 

ここでは、地球環境問題の抜本的な解決による持続可能な社会の実現を目指し、環境技術における未来社

会のニーズと材料シーズの適切なマッチングを図るため、社会システム全体を俯瞰した技術統合と理論・計測・材

料創製を融合した材料研究との協働を核とした基礎基盤的な研究開発を産学連携により推進している。 

2017 年度は、①ペロブスカイト太陽電池の研究開発において、遷移金属酸化物が、界面の安定性に寄与す

ることを見出し、5000 時間超劣化しない素子を試作し、光・高温動作でも機能が失われないことを確かめた、②

リチウム空気電池に研究開発において 2016 年度に見出した新規電解液系(LiBr/LiNO3)を最適化することに

より、実用的な条件(容量:4mAh/cm2, 電流密度:0.4mA/cm2)で、充電電圧 4V以下で 20回の充放電

サイクルが可能であることを実証したなどの成果を挙げている。 

 2017 年度は、シンポジウムを 2 回、ワークショップを２回、および主に海外の研究者によるオープンセミナーを

９回開催した。 

シンポジウム： 
 第 1５回 GREEN シンポジウム 「社会システム全体を俯瞰した統合型材料開発～太陽光から始まるエネル

ギーフローで鍵を握る電気化学エネルギー変換～」 
（6月 29日、NIMS並木地区 WPI-MANA棟 Auditorium） 

 第 1６回 GREEN シンポジウム 「エネルギー関連材料の開発を加速する新手法 ～MI,シミュレーションを中
心として～」 



 

34 
 

（１月２５日、東京 一橋講堂） 
ワークショップ： 
 Resent Progress on Interfacial Energy Conversion 
（５月１７日、NIMS並木地区 WPI-MANA棟 Auditorium） 

 第４回電池材料解析ワークショップ・最先端機器による解析講座 
（11月２７、２８日、NIMS並木地区 WPI-MANA棟 Auditorium） 

オープンセミナー 
 ５月３１日 NIMS並木地区共同研究棟＃409-410 
 ７月１８日 NIMS並木地区 WPI-MANA棟 Auditorium 
 ７月２０日 NIMS並木地区 WPI-MANA棟 Auditorium 
 ７月２１日 NIMS千現地区 先進構造材料研究棟 Conference Room 
 ８月７日 NIMS並木地区 WPI-MANA棟#401 
 １０月２０日 NIMS並木地区 WPI-MANA棟 Auditorium 
 １０月３１日 NIMS並木地区 WPI-MANA棟 Auditorium 
 ２月２３日 NIMS並木地区 WPI-MANA棟 Auditorium 
 ２月２７日 NIMS並木地区 WPI-MANA棟 Auditorium 

 

 
４．５ ＣＮＴ MG 

＜MG活動概要＞ 

カーボンナノチューブについて、海外で先例となる拠点は無く、つくばイノベーションアリーナの中で、下記の事業を

実施し、日本型研究拠点を構築すべく、拠点活動を進めている。 

 

① 量産実証プラント 

  スーパーグロース法 CNT 量産プラントを活用した CNT 製造技術の開発、CNT サンプルの作製、サンプル配

布を実施した。2017年 9月末に終了 

② 低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト 

2014 年 7 月より、METI/NEDO 委託事業「低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト

（2014～2016）」に参画した。2017年 2月末に終了 

③ CNT アライアンスコンソシアム 

  新たなオープンプラットフォームとして、「CNT アライアンスコンソシアム」を設置し、このオープンプラットフォームの

共同研究の第１号として、2018年２月に日本ゼオン、サﾝアロー、産総研の３者の共同研究を開始。 
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ナノテク展(nanotech2018)では NEDO ブース、TIA ブースに出展し、技術普及を実施した。 

 

＜MG開催状況＞ 

・2017年 7月 11日、徳山、日本ゼオン・NEC・産総研 

・この後のMG の活動について 

 

＜TIA視察への対応＞ 

大串経済産業政務官（平成29年7月27日）、沼舘経産省革新素材室長（平成29年9月12日）

等、政・官界から４件、日露航空機産業協力WG（平成 29年 9月 26日）、米国 NIST等、海外から３

件、産業界から 6件の TIA視察に成果物の展示、活動状況の説明を行った。 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

CNT量産実証プラント事業 

産総研、日本ゼオン(株)と共同で、産総研第 5事業所に設置したスーパーグロース法 CNT の量産実証プラン

トを活用した製造技術の開発に成功し、200件以上のスーパーグロース法CNTサンプル提供を実施したほか、事

業化を促進する為に、当該プラントを日本ゼオン(株)に貸与し、民間企業主体の事業化検討を行った。この成果

を受け、日本ゼオン(株)は、H27年11月に自社工場を山口県周南市に竣工し、商業生産を開始し、子会社ゼ

オンナノテクノロジーを設立し、販売を行っている。 

2017年 9月末で、本事業は終了した。  

 

METI/NEDO「低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト」 

2014 年 7 月より、METI/NEDO 委託事業「低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト

（2014～2016）」に参画し、ナノ炭素材料による省エネルギー社会を実現するための研究開発を行い、優れた

特性を持つゴム複合材料、樹脂複合材料、金属複合材料の開発に成功した他、これら複合材料の試料提供、

技術移転を通じて、ナノ炭素材料用途開発企業の課題の解決、技術開発の促進、事業化の加速等、多くの成

果を上げ、2017年 2月末に終了した。 

  

CNT アライアンスコンソシアム 

上記のプロジェクトの成果を受け継ぎ、発展させるため、新たなオープンプラットフォームとして、「CNT アライアンス

コンソシアム」を設置した。このオープンプラットフォームの共同研究の第１号として、2018 年２月に日本ゼオン、サ
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ンアロー、産総研の３者の共同研究を開始。日本ゼオン、サンアローが、産総研つくばセンターに関連研究員を出

向させ、産総研の研究員と共に、ＣＮＴ複合材料拠点を形成し、ＣＮＴ樹脂・ゴム複合材料の研究開発を実

施している。 

 

 
４．６ 光・量子計測 MG 

＜MG活動概要＞ 

（１）TIA光・量子計測マネージメントグループとは 

TIA 中核 5 機関の高度な光量子計測技術の力を結集する３つのオープンな連携の場「スクエア」（光量子

発生技術スクエア、光量子センシングスクエア、光量子ナノ材料スクエア）を設け、新しい科学と産業の創成を目

指している。2017年度は TIA中核 5機関の研究者から 29テーマが提案・登録されており、登録テーマの中の

約 8件が「かけはし」に採択された。 
 

（２）登録テーマの交流と発信 

2018年 2月 7日（水）につくば国際会議場で第 3回「TIA光・量子計測シンポジウム」を開催した。以下

の 3件の招待講演、約 30件ポスター発表があった。参加人数は約 100名で、そのうち企業からの参加者は約

30％だった。 

 三尾典克氏「重力波天文学の幕明け」、 

 寺西信一氏「イメージセンサが切り拓く世界~Queen Elizabeth Prize for Engineering受賞にあたって~」 

 末永和知氏「電子顕微鏡と電子線分光を用いた最先端計測技術」 
 

（３）登録テーマの主な進展 

① SOI技術による計測技術の革新 

SOI技術を使い世界初の1µm以下の位置測定器精度を達成した。さらに、放射光・位相イメージング

法の検出器に採用され、チタンにおける局所水素化分布の観測に成功し、高性能 X線イメージ検出器

としての応用が可能になった。 

② SiC半導体の加速器応用 

産総研 TPEC製 SiC製MOSFETの供給を受け、陽子イオン源の引き出し電源のパルス化、サイラトロ

ンの半導体化（部分的な回路試作）が年度内に完成予定である。 

③ ERL の EUV-FEL への応用 
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EUV-FEL光源産業化研究会を設立し、3段階からなる開発シナリオを KEK、東大、産総研、EIDEC

の協力のもとで検討し、第 1段階の実現に向けた外部資金の獲得に奮闘中である。 

④ 電波天文学技術の農業・環境応用 

電波天文学技術から技術移転した次世代天気予報装置（KUMODeS）が完成し、この技術を農

業・環境現場で H2O ガス、NH3ガス観測に応用するための別資金の獲得に成功した。この技術は農業

生産力、農産物の質の向上、環境負荷低減に貢献すると期待される。 

⑤ 宇宙線ミュオンによる透視 

福島第一原発 1号炉から 3号炉の燃料デブリの状態を観測し、燃料装荷位置の残存量を推定した。

また、「スキャンピラミッド」計画に参画し、エジプト クフ王のピラミッド内部に未知の巨大空間を発見した。 
 

（４）拠点活用プロジェクトの進展～SIP「革新的構造材料」先端計測拠点（IMASM）～ 

2017年 3月に KEK-PF に放射光 X-ray Absorption Fine Structures- Computed Tomography 

(SR-XAFS-CT) が完成した。これは、放射光という超強力かつ高品質のX線を特別のX線光学系と組み合わ

せて高分解能を達成することができる装置である。さらに、X 線のエネルギーを可変させながら、試料を回転させて

CT 撮影を行うことにより、3 つの情報を 3 次元イメージングすることができ、亀裂や劣化等のさまざまな反応の起

点と進展メカニズムのナノレベルでの解明に迫ることができるようになった。 

 

 

 

 

 

                        Full-field XAFS-CT 

 

Full-field XAFS-CT 
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＜MG開催状況＞ 
2017年度第 1回 TIA光・量子計測 MG会議 

・ 開催日時：2017年 10月 16日（月）15:00-17:00 
・ 開催場所：つくばイノベーションプラザ 大会議室 
・ 出席者数：14名 
・ 主な議題：大型外部資金について、2017年度 TIA連携プログラム探索事業「かけはし」  

  採択状況について、第 3回「TIA光・量子計測シンポジウム」について 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

構造材料の未活用情報を取得する先端計測技術開発 

TIA中核 5機関（産総研、物材機構、筑波大、高エネ研、東大）が参画し、航空機にて使用される構造材

料開発にまだ活かされていない未活用情報を取得し、構造材料イノベーションを創出する。また、この SIP プロジェ

クトを核に民間との共同研究を推進する。国家プロジェクトでの連携から企業資金獲得に発展する例が出始め

た。 
 
 
 

共通基盤プラットフォーム 
 
４．７ 共用施設ネットワーク MG 

＜MG活動概要＞ 

TIA の５組織それぞれが運営する共用施設の外部利用活性化・効率化のために、各組織間の連携の進め

方および各組織が抱える課題や問題点についての討議・意見交換を行いながら、各組織より任命された各 2 名

の委員と、産業界および有識者からなる 4名の委員の計 14名の委員により推進活動を行っている。 

上記の議論および情報交換の場として年 2 回、上記委員の他に経産省や文部科学省、その他からもオブザ

ーバの参加を得て、共用施設ネットワーク MG 会議を開催している。会議開催場所は、順番に各組織の持ち回

りで実施し、その際、開催組織の共用施設見学を行い、相互理解を深めている。  

今年度は、第 1 回目を産総研、第 2 回目を東大で開催した。また、今年度は、TIA の各共用施設をつなぐ

共用施設データベースに関し、それを運営する TGI（つくばグローバルイノベーション推進機構）や関係するつくば

市・科学技術振興課からも出席いただき、運用について意見交換を行い、データベースを今後も維持することを

確認した。 

なお、平成 28年度の各組織における共用施設の利用状況（利用件数）は、下記の通り全体で 3659件
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の利用があった。 

 

組織 施設 利用件数（件） 

KEK Photon Factory 818 

筑波大学 
加速器施設、微細加工プラットフォーム、オー
プンファシリティ 

1523 

NIMS ７ステーション、ナノテクプラットフォーム 604 

産総研 7共用施設（ナノプロセシング施設等） 213 

東京大学 武田先端知 SCR 501 

計 3659 

 

＜MG開催状況＞ 

今年度の共用施設ネットワーク MG委員会は、下記の通り開催された。 

 

 

 

 

（１）第 1回共用施設ネットワーク MG委員会 

産総研（つくば中央）にて 21 名の出席者を得て開催した。各組織からの共用施設の状況について報告後、

全体討議を行い、その後、産総研の共用施設見学（NPF、CRAVITY、ANCF）を実施。さらに、その後、意

見交換会を行った。 

 １）各共用施設の報告 

  KEK では、Photon Factory の利用者、運転時間が漸減の中、単なるビームラインの提供だけではなく、

利用支援、測定代行・解析などの実施する制度をつくり、利用実績が出ているとの報告があった。  

NIMS では、共用施設の組織変更を行い、外部支援推進チームを作り、共用施設の HP を開設し、施設利

用促進のための PR、営業を開始したとの紹介があった。 

筑波大では、微細加工プラットフォームの伸びが著しく、昨年 1 年でほぼ倍増し、その利用者の 8 割は外部利

用であり、企業に特化した説明会などの広報活動が効果を上げているため、との報告があった。 

産総研では、本年度から先端バイオが共用施設に新たに加わった。利用ユーザに対し、筑波大、NIMS との間

でワンストップサービスを実施した事例を紹介した。 

  開催日時 開催場所 出席者 
第１回 7月 3日 産総研つくば中央 委員・事務局 12名、オブザーバ 9名 
第２回 1月 18日 東京大学・本郷 委員・事務局 13名、オブザーバ 7名 
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東大からは、武田先端知ビルのクリーンルームの利用促進をしているが、ようやく産業界からの利用が増え始

めている。ただし、東大が商用利用を禁止しており、産業界利用のブレーキになっているとの報告があった。 

２）共用施設データベースについて 

今回、共用施設データベースの運営側として、TGI、つくば市からも今回オブザーバとして出席いただき、意見

交換をした。TGI が管理するデータベースの中では、共用施設データベースの利用が圧倒的に多いとの事。共

用施設利用者の中には、TGI のデータベースを見て来訪する人も結構いるとの意見あり。TGI では、データベー

スの大幅なリニューアルは出来ないが、各組織による内容のアップデートの依頼があった。 

 

（２）第２回共用施設ネットワーク MG委員会 

 初めてつくばを離れて東大（本郷・武田先端知ビル）にて、20 名の出席者の下で開催した。各組織からの

共用施設の状況について報告後、全体討議を行い、東大の VDEC等を見学した。 

１）各共用施設の状況 

KEKでは、Photon Factory利用が漸減の中で、利用者数は年間3000人を維持。その中で、分析受託

企業の利用も行っており、営業活動の代行的な位置付けで利用促進を図っているとの報告。 

筑波大では、微細加工プラットフォームで、学内ユーザと学外ユーザと運用を分けて管理することとし、技術支

援者も増員したため、今年度は 12月までで昨年度対比 1.3倍の収入増との報告があった。 

NIMS からは、外部支援推進チームを作ったが、その結果、利用件数が伸びているとの報告があった。共用

施設のスクールも発足させた。PR には、口コミの情報伝達が重要であるとの報告があった。 

産総研は、共用施設で商用利用が可能であり、知財権も基本的にはユーザ側に属することを紹介した。ワ

ンストップ化について、産総研、NIMS、筑波大学との間で覚書を締結していることを紹介した。 

東京大学では、商用利用は出来ないが、武田先端知ビルの登録施設で 3800万円程度の利用料収入が

あり、施設維持費として利用しているとの報告があった。 

２）共用施設データベースについて 

TGIが運営する共用施設データベースについて、TGIからデータを移管して TIAの予算でシステムを作り替え

るという案が出され、討議を行った。一方、TGIでは、TIAの要望には応じるが、データベースは、現状のままなら

ば維持するとの考えであることが確認できた。結論として、現状を維持して、各組織により更新をしてゆくことで合

意した。 

３）その他 

施設利用料の決定の仕方や、ユーザからのクレーム対応、年度末の予算の運用、等について意見交換を行

った。 
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４．８ 人材育成ＭG 

＜MG活動概要＞ 

第 2期ビジョンに基づき、次の活動を行った。 

①  TIA人材育成 MG の人材育成戦略の機能強化として、科学技術人材育成費補助事業「科学技術人

材育成のコンソーシアムの構築事業」で採択された Nanotech CUPAL に平成 26年度より参画している。 

Nanotech CUPALは、TIA を中心としたコンソーシアムで活動しており、ナノテク分野の若手人材のキャリ

アアップのため、共同研究を通じて若手人材を育成するコース（N.R.P.コース）と TIA の最先端の施設を

利用した実践型研修コース（N.I.P.コース）を実施している。 N.R.P.コースでは、平成 29 年度、新たに 

4名の若手研究者を採用し、継続して活動している 12 名と合わせて、16名の育成を実施した。 

また、学術研究を牽引する際に求められる研究力・研究室運営能力を培え、人的ネットワーク拡大を促

すためのキャリア形成教育プログラムとして、N.R.P.成果発表会、CUPAL ワークショップ、及び若手研究者が

主宰的に企画したワークショップなどを開催した。 

さらに、N.R.P.コースの成果として、6名（平成 29年度中：3名、平成 30年 4月(予定)：3名）の

若手研究者がキャリアアップすることに成功した。 

一方、N.I.P.コースでは、30の多様な実習型研修コースを開講し、企業などからの参加者含め延べ 250

名以上の育成を行った。また、キャリアアップ支援として、企業と若手人材の交流会なども開催した。 

②  学生や若手研究者がナノサイエンス・ナノテクノロジーの最新の知識と技術を修得し、分野横断的な交流を

図る機会となることを目的として、「TIA 連携大学院サマー・オープン・フェスティバル 2017」を開催した。7 月

24日から 9月 8日までの約 1 ヶ月半にわたり開催され、８つのスクールに延べ 411人が参加した。 

③  筑波大学大学院数理物質科学研究科に TIAの仕組みを利用した学位プログラム開設のための方策につ

いて検討した。 

④ 東京大学の TIA参加が決定したことに伴い、東京大学との協働人材育成プログラムの検討を推進した。 

⑤ 筑波大学大学院数理物質科学研究科において、TIAオープンプラットフォームに対応した 3 コース（TIA連

携大学院ナノエレクトロニクスコース、TIA連携大学院パワーエレクトロニクスコース、TIA連携大学院ナノグリ

ーンコース）を引き続き実施した。 

⑥ パワーエレクトロニクスプラットフォームとの連携により、筑波大学大学院数理物質科学研究科に設置したパワ

ーエレクトロニクス寄附講座（富士電機パワーエレクトロニクス寄附講座、トヨタ自動車・デンソーパワーエレク

トロニクス寄附講座）及び連携研究室（連携大学院: 産総研）における大学院教育を実施した（研究

室所属学生数は 32名、パワーエレクトロニクス関連科目履修者数は 456名）。 
⑦ 筑波大学大学院数理物質科学研究科の「つくば共鳴教育プログラム（通称: 新オナーズプログラム）」を
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実施した。平成 29年度派遣学生数は２名で派遣先は以下の通り。 
• ハーバード大学（アメリカ） 
• グルノーブル・アルプス大学（フランス） 

⑧ NIMSオープンイノベーションセンターの熱エネルギー変換材料オープンラボにおいて、筑波大学の大学院生２

名を RA として NIMS に滞在させ、共同研究を通してのインターンシップ型の人材育成を行った。 

⑨ 情報発信・共有機能強化のため、TIA 連携大学院開催報告の作成、TIA 連携大学院「News Letter」

刊行、TIA 連携大学院ウェブサイト運用、第 10 回 TIA シンポジウム（10/2）、nano tech 2018

（2/14〜16）等イベントにおける人材育成プログラムポスター展示を行った。 

 

＜MG開催状況＞ 
 第 5回 人材育成 MG会議 

 日時: 10月 18日（水）14:00〜15:10 
 場所: 筑波大学 総合研究棟 B 204会議室 
 出席者: 委員７名、オブザーバ３名、事務局２名 
 主な議題:  
 協働大学院方式つくばマテリアルズイノベーション学位プログラムについて 
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５．モニタリング指標 
 

本章では先の第１期中期計画で定められたモニタリング指標のうち、数値目標を定めた項目、および数値目標

を定められていないが追跡すべき数値に関して以下に記載する。 

 

（１）2017年度の状況 

 
研 究 資

金 合計 

(億円) 

内公的

資金 

(億円） 

外部研

究者数

（人） 

外国人

研究者

数

（人） 

査読論

文発表

数

（件） 

口頭発

表 数

（件） 

特許出

願 数

（件） 

共用装

置利用

件 数

（件） 

サ ン プ

ル出荷

数 

（対象

社） 

企業数

(社)   

う ち 海

外企業

数

（社） 

人材育

成プログ

ラ ム 学

生数 

(人） 

124.85 111.06 970 39 215 770 85 3659 0 171 2 1167 

公的資
金割合
(%) 

※1 公的資
金割合
(%) 

※2 

89.0 78.7 

 
 拠点活用プロジェクト 15件（「革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）無充電で長時間使用できる究極のエコ

IT機器の実現」は除く）および TIA拠点活用形成に係わる事業「TPEC」（無償提供分を含む）。 

 数値は一部見込み及び暫定値も含む。（取りまとめは当該年度終了前（概ね３月 1日時点）） 

 「人材育成プログラム学生数」は、Nanotech CUPAL の育成コース参加者、TIA連携大学院サマー・オープン・フェステ

ィバル（SUMMER LECTURE for Nanoscience / Nanotechnology、TIA パワーエレクトロニクス・サマースクール、

TIAナノエレクトロニクス・ナノテクノロジーサマースクール、TIAナノグリーン・サマースクール、先端計測・分析サマースクール、

MNOIC 実習講座、高エネルギー加速器セミナー）への参加者(履修者)、パワエレ寄附講座教員担当の授業科目に

係る科目履修者数および研究室所属学生数、つくば共鳴教育プログラムの派遣学生数。 

 「ナノテクノロジーを活用した環境技術開発」の特許出願数は調査中のため集計外。 

 

※1 拠点整備費含む 
※2 拠点整備費除く 
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 （２）TIA第 2期 期間中（2015-2019）の進捗状況 

 
＜進捗を知るための数値 0＞ ※2014年度は第 1期最終年 
 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 

単年 累積 単年 累積 単年 累積 単年 累積 

総事業規模 

（億円） 186.82 1116.79 121.98 1238.77 148.51 1387.28 124.85 1512.13 

公的資金 

割合（％） 74.8  75.9  83.6  89.0  

拠点活用 

プロジェクト数 1  33  12  16  16 

連携企業数 

200  145  158  171  

外部 

研究者数 1028  602  724  970  

TIA連携大学

院生数 2 504 1213 888 2101 1077 3178 1167 4345 

 
0 数値には一部見込み及び暫定値も含む。（取りまとめは当該年度終了前（概ね 3月時点）） 

1 拠点活用プロジェクトの単年の数値は求めていない。 

2 「人材育成プログラム学生数」は、Nanotech CUPAL の育成コース参加者、TIA連携大学院サマー・オープン・フェスティバル（SUMMER LECTURE 

for Nanoscience / Nanotechnology、TIAパワーエレクトロニクス・サマースクール、TIAナノエレクトロニクス・ナノテクノロジーサマースクール、TIAナノグ

リーン・サマースクール、先端計測・分析サマースクール、MNOIC実習講座、高エネルギー加速器セミナー）への参加者(履修者)、パワエレ寄附講座教員

担当の授業科目に係る科目履修者数および研究室所属学生数、つくば共鳴教育プログラムの派遣学生数を集計。 
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参考 第 1期中期計画期間中の達成結果 
 
＜中期計画で目標が定められた数値 0＞ 
 2010

年度 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 中期目標 

単年 単年 累積 単年 累積 単年 累積 単年 累積  

総事業規

模 

（億円）1 152.7 133.5 509.7 260.53 770.23 159.74 929.97 186.82 1116.79 

総額累積

1000億円以

上 

公的資金

割合

（％） 

91.3 88.3  85.2  73.7  74.8  

2014Fy 

時点で 

70～80％程

度 

拠点活用

プロジェク

ト数 2 18  24  26  275  33 

30（累積） 

連携企業

数 3 59 91 98 142 150 178 220 200 267 

300（累

積） 

外部研究

者数 468 529  884  934  1028  

2014Fy に

1000名 

TIA連携

大学院生

数 4 15 139 154 209 363 346 709 504 1213 

500（累

積） 

 
0 数値には一部見込み及び暫定値も含む。（取りまとめは当該年度終了前（概ね 2月時点）） 

1 累積値には 2009年度以前の事業費 223.5億円分を含んでいる。 

2 拠点活用プロジェクトの単年の数値は求めていない（累積のみ、2010年度は初年度なので累積=単年）。 

3 同一コア内では同一企業の重複を許容しない。 

4 拠点活用プロジェクト「つくばナノテク拠点産学独連携人材育成プログラム」に参加した学生数、連携大学院方式による学生数、TIAパワーエレクトロニク

ス・サマースクール、TIAナノエレクトロニクス・サマースクール、TIAナノグリーン・サマースクール、先端計測・分析サマースクール、ナノ加工・計測序論とファンド

リー実習に参加した学生数、MNOIC実習セミナーに参加した学生数、「NOIC」における RA採用の学生数、共通シンポジウムに参加した学生数、高エネ

ルギー加速器セミナーOHO’14 に参加した学生数、パワエレコース履修者、ナノエレコース履修者、ナノグリーンコース履修者、パワエレ寄附講座教員担当

の授業科目に係る科目履修者数を含む。 

5 2013年度事業報告書において拠点活用プロジェクト等を暫定値として報告を行ったが、同報告書が承認された第 24回運営最高会議において拠点活

用プロジェクトが新たに１つ追加承認されたため、暫定値 26→正値 27 となる。 
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＜中期計画で目標を定められていないが追跡すべき数値＞ 
 

表：外国人研究者数，海外企業連携数，論発表数，特許出願数の変化（単年度） 
 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 
外国人研究者数 33 60 49 80 72 
海外企業連携数 5 5 7 9 11 
論文発表数 73 207 270 459 302 
特許出願数 19 139 228 241 261 
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